
平成 23 年８月 26 日

港 湾 局

「港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を

改正する法律の一部の施行期日を定める政令」及び

「港湾法施行令の一部を改正する政令」について

１．背景

先般、公布・一部施行された港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律

の一部を改正する法律（平成２３年法律第９号。以下「改正法」という。）では、

我が国の港湾の国際競争力の強化等を図るため、港湾の種類（港格）について国

際戦略港湾及び国際拠点港湾を追加する等の見直しを行い、また、これらの港湾

におけるコンテナ埠頭等を一体的に運営する株式会社（港湾運営会社）の指定に

係る制度を創設する等の改正を行っている。

改正法における未施行の規定の一部については、公布の日から起算して６月を

超えない範囲内において政令で定める日から施行することとしていることに伴

い、当該規定の施行期日を定めるとともに、港湾法施行令（昭和２６年政令第４

号）に定める規定について所要の改正を行う必要がある。

２．概要

（１）港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律の

一部の施行期日を定める政令について

改正法の一部の規定（基本方針・港湾計画等に係る改正規定）の施行期日を平

成２３年９月１５日とする。

（２）港湾法施行令の一部を改正する政令について

改正法において港湾計画が適合すべき基準の一つとして「港湾の効率的な運営

に関する事項」を追加する改正を行ったことを踏まえ、港湾法施行令において同

事項を港湾計画の記載事項として追加する改正を行う。

３．閣議決定日

閣 議 平成２３年８月２６日（金）

公 布 平成２３年８月３１日（水）

施 行 平成２３年９月１５日（木）

問い合わせ先
国土交通省港湾局総務課 櫻井

連絡先 03-5253-8111（内線46-123)
03-5253-8662（直通）

 

 


